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1. はじめに

　これからのビジネス環境は、巨大で複雑なデジタル
データから業界や他社の技術動向及び市場動向を分析
し、それらに基づいて科学的に予測 ･ 意志決定を行っ
ていくデータ駆動型経済・社会に移行するものと予測
される。このような社会・経済システムの中で今後、
企業が収益を確保し続け持続的に発展していくために
は、これらビッグデータから技術・経済動向を把握し
分析するための方法論を確立すると共に具体的な分析
手法（ツール）の開発が喫緊の課題となっている。

　特許情報は、年間 30 万件以上出願されている巨大
なデータベースで、客観性が高く、市場 ･ 製品の観点
からも分析することができる有用な情報源であること
から、種々の分析に活用されている。外国では早くか
ら特許情報の活用が進められており、例えばシュムッ
クラーは、技術開発が経済活動に及ぼす影響について
検討し、特許出願数の増加とその技術分野に関わる財
に対する需要との関連について報告している [1]。特
許情報の分析には、特許分類（IPC, FI 分類及び F タ
ーム）がよく用いられており、産業動向や企業の事業
動向について統計分析するマクロ分析やセミマクロ分
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析、及び人の目視により数件程度を分析するミクロ分
析が行われている。マクロ分析及びセミマクロ分析
は、発明の技術領域や観点に基づいて付与された IPC, 
FI 分類 , F タームに着目して統計的に分析を行うため、
膨大な特許情報も短時間で技術俯瞰することができ、
付与された観点について動向を把握するには便利であ
る。一方、ミクロ分析は目視により技術内容を記述す
るため、特許情報を技術的思想として加工することが
可能で技術内容を詳細に分析することができる [2]。
　特許情報の戦略分野への活用については、( 独 ) 工
業所有権情報 ･ 研修館が、特許流通アドバイザーや知
財プロデューサーへのアンケート調査を行い、今後対
応が望まれる分析として「事業分野における技術動向
の分析」や「知財群の可視化による事業計画 ･ 出願計
画の策定」等を報告しており [3]、技術動向の把握と
共に戦略分野への対応が重要になることを明らかにし
ている。戦略の構築にあたっては SWOT 分析が行わ
れており、これは分析対象技術を把握し（ミクロ分析）、
自社の技術動向（セミマクロ分析：内部環境）のみな
らず業界や他社の技術動向（マクロ分析：外部環境）
までも把握し、自社の強みと弱み、市場の機会と脅威
を見極める。このためマクロ分析と共にミクロ分析ま
でを一体的に把握する必要があるものの、上述のよう
にマクロ分析、セミマクロ分析及びミクロ分析は個別
に行われており分析観点が異なり、また統計分析では
一つ一つの特許文献が特定できず、セミマクロ領域の
技術内容を把握することが困難なため、マクロ領域か
らミクロ領域にわたり技術内容を一体的に分析した報
告はあまりない。より簡便にパテント ･ ポートフォリ
オを構築 [4] するため、分析対象特許群全体を俯瞰す
る（マクロ分析）と共に個々の技術内容（ミクロ分析）
まで一体的に把握することができる新たな方法論の開
発が望まれている。
　ビッグデータから技術・経済動向を把握し分析を試
みている先行研究について、「技術」論及び「思考・発想」
論に分けて捉える [5] と、前者の「技術」論については、
ICT（Information and Communication Technology）
の進展に伴いテキスト自動要約やテキストマイニング
など、人手では扱えないような大量の文献を分析する
テキスト処理技術が取り上げられる。テキストマイニ
ングは、特許文献から抽出された専門語（キーワード）
を統計分析することで、大量の特許文献に記述されて
いる内容についてその相関や傾向及び文献間の類似性
を分析する技術である。例えば豊田、菰田らは、膨大
な特許情報を、一つ一つ目視する方法では技術動向が
把握できないため、テキストマイニングを用いている
[6]。菰田は、企業の技術経営（MOT）において、経
営判断に影響を与えるような信頼性の高い知識を発見
するための手法として「単語セット」の作成と進化と

いう新たな方法論を提案している [7]。また、特許検
索及びその後テキストマイニングによるクラスタリン
グまでを提供する ASP サービスも行われるようにな
った。このようなサービスを活用しクラスタリングを
行うことで一つ一つの特許文献を特定することが可能
となり [8]、上野らは、このような技術 ･ サービスを
活用して大量の特許文献を分析するための方法論とし
て、人の意味理解能力とテキストマイニングの大量デ
ータ処理技術とを融合したハイブリッドクラスタリン
グ手法の構築を進めている [9]。
　また、後者の「思考・発想」論については、「知識
の構造化論」という枠組みで捉えることができる [5]。
この「知識の構造化」という概念は学術的知識の統合
論的アプローチから小宮山によって先駆的に提唱され
たもので、あらゆる課題の解決は知識が主翼を担って
いるとし、必要なときに必要な知識を利用できるよう
にすることを目的としている [10]。その他、畑村は
創造学的アプローチ [11] から、また斎藤はシステム
工学的アプローチ [12] から議論を進めている。これ
ら知識の構造化論は、現在のテキストマイニングでは
不可能な抽出したキーワードを構造化するうえで有用
である [5]。知識の構造化の表現方法について、間瀬
らは思考展開を記述する形式として、ノード（要素知
識）とリンク（関係性）からなるグラフ構造の有用性
を提示しており [13]、大森は、グラフ構造を用いた
知識の構造化には「新たな要素知識の発見」および「新
たな関係性の発見」により既存の構造が再編 ･ 再構築
されるという２つの基本的なパターンがあることを報
告している [5]。また、知識の構造化論は発掘した要
素知識を構造化しその意味を解釈していくための思考
法 ･ 発想法であって、大量のデータには対処できない
ことも指摘している [5]。
　上記のようにテキストマイニングと知識の構造化論
はそれぞれ有用な特徴を有していることから、両者を
融合することで相互の利点を生かした大量データから
知識の発見プロセスの構築が期待される。
　本研究では特許情報を対象として、テキストマイニ
ング及び知識の構造化論を活用することで、特許情報
を構造化し分析対象特許群についてマクロ領域からミ
クロ領域までを一体的に把握するため、マクロ分析、
セミマクロ分析及びミクロ分析の連携モデルを提案す
ると共に当該モデルの妥当性について実際の特許情報
を分析することにより検証を試みた。

2. 特許情報の構造化によるマクロ分析、セミマ
　クロ分析及びミクロ分析の連携モデルの構築

　分析対象特許群について、マクロ領域からミクロ領
域までを一体的に把握するため、特許情報を構造化し
マクロ分析、セミマクロ分析及びミクロ分析の連携モ
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デルを構築する。具体的には知識の構造化手法を活用
して特許情報を構造化し、この構造化された特許情報
を分析することで得られる文章データの作成スキーム
を本研究ではマクロ分析、セミマクロ分析、ミクロ分
析の連携モデルとして提案する。

2.1　知識の構造化プロセスのモデル化
　知識の構造化は、要素知識のノードとそれらを関連
づけるリンクで表現される。特許情報の場合、ノード
は個々の特許文献に、またリンクは各特許文献間の関
連性と考えられる。特許情報の構造化プロセスのモデ
ル化を図 1 に示すが、分析対象の特許文献の数に応
じて、大きく 2 つのプロセスが考えられる。
　分析対象の特許文献数が少ない場合、全ての特許
文献を目視する（図 1 上部）。畑村は知識の構造化方
法として、「共通概念で括る」「使う概念を選択する」

「脈絡をつける」の三段階があり、また「共通概念で
括る」ことで個別の要素の概念が「上位概念」に登
ることを指摘している [11]。これは上位概念化によ
り技術領域が拡大され、この拡大された技術領域を
一言で表す視点 ･ キーワードを見つけることと同等
と考えられる。これらを用いてノード同士を発明の
目的、手段、用途等の観点から関連づける「水平方
向の関連づけ」を行うと共に、ミクロ分析結果とセ
ミマクロ分析結果及びセミマクロ分析結果とマクロ
分析結果のように上位概念化による「垂直方向の関
連づけ」を行う。図 1 の上部に示しているように、
最初に各文献間の関連性を見出す段階では、2 つの
文献間で共通概念を抽出し、次にこのような２つの
文献間の共通概念を集積することで、n 者間の共通
概念が形成される。集積した n 者間の共通概念を上
位概念として設定できれば、この上位概念と各特許
文献との間にリンクを張ることで特許文献の構造化
を行うことができる。

　また、分析対象の特許文献数が多い場合（図 1 下部）、
上野らは人の意味理解能力とテキストマイニングの大
量データ処理技術とを融合するハイブリッドクラスタ
リング手法を提案している [9]。これはテキストマイ
ニングによる文書の類似度などを活用し、クラスター
中の全文献からなる文書と各文献の文書との類似度を
ベクトル空間モデルにより算出し、類似度が最も高い
文献をクラスター中で最も一般的な（代表的な）特許
文献として選定し、当該特許文献の内容を基準として、
他の特許文献の情報も加味しながら、上位概念やクラ
スターの技術内容を設定し、これに基づきクラスタリ
ングを行う方法である。
　いずれの構造化プロセスを採用するにしても、特許
文献間の「水平方向の関連づけ」と「垂直方向の関連
づけ」により、ノードのリンク相手がノードから上位
概念へと変化することで特許情報の構造化が行われる。
　
2.2　特許情報のマクロ分析、セミマクロ分析及びミ
　　クロ分析の連携モデルの構築
　2.1 で示したノードとそれらを関連づけるリンクを
用いて「水平方向の関連づけ」と上位概念化による「垂
直方向の関連づけ」を対象特許文献全てについて行
い、構造化モデルを作成する。最後に脈絡をつけるが、
脈絡について畑村は「時間の流れる順番や課題から
課題解決の過程などといったスタートからゴールま
でを意識して結びつけていく」としている [11]。こ
こでは全てのノードついてリンクを辿り全体を見渡
しクラスターやクラスター間の関係も加味しながら
関連性をつけていくことで脈絡をつけることができ
る。本研究では、特許情報の分析レベルをマクロ分析、
セミマクロ分析及びミクロ分析と 3 段階に分けたた
め、構造化モデルは図 2 に示すように立体的なモデ
ルとなった。
　このように構造化された特許情報を分析することで

得られる文章データの作成ス
キームを図 3 に示すが、この
作成スキームを本研究ではマ
クロ分析、セミマクロ分析、
ミクロ分析の連携モデルとし
て提案する。図 3 の左側に構
造化された特許情報を、右側
に構造化された特許情報から
得られる分析データを示して
いる。この連携モデルからは、
ミクロ分析データ、セミマク
ロ分析データ、マクロ分析デ
ータ、マクロ分析とセミマク
ロ分析の関連を示すデータ及
びセミマクロ分析とミクロ分

図１　知識の構造化プロセスのモデル化
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析の関連を示すデータの 5 つの分析データを得るこ
とができる。ミクロ分析データは、ミクロ分析によ
り得られるデータで、これは発明の技術内容（発明
の目的、手段、進歩性など）である。セミマクロ分
析データは、セミマクロ分析により得られるデータ
でその技術内容はミクロ分析データをまとめ上位概
念化することで得られ、例えば自社の出願状況など
内部環境分析などである。マクロ分析データは、マ
クロ分析により得られるデータでその技術内容はセ
ミマクロ分析データをまとめ上位概念化することで
得られ、例えば他社の出願動向等外部環境に関する
内容である。このような連携モデルは対象技術領域

を一体的に把握しているため、パテント ･ ポートフ
ォリオなど知財戦略を構築する際のデータベースと
しての活用が期待される。

3. 実際の特許情報を用いた連携モデルの検証

　2.2 で構築した連携モデルを実際の特許情報分析に
適用し、提案したモデルの妥当性を検証する。まず、
マクロ分析、セミマクロ分析、ミクロ分析の連携につ
いて定義を行った。次に、連携モデルを適用して実際
の特許情報を分析し、分析結果が連携の定義を満たし
ておれば、提案した連携モデルの妥当性は検証できた
ものとした。

3.1　マクロ分析、セミマクロ分析及び
　　 ミクロ分析の連携の定義
　本研究では、特許情報のマクロ領域からミ
クロ領域までを一体的に把握する手法の開発
を目的としており「マクロ分析データ、セミ
マクロ分析データ、ミクロ分析データが、技
術思想をベースとする論理性のある文章で統
一的に表現されて」おれば一体的な把握が可
能となる。従って連携の定義は「注目する特
定の特許群について、マクロ分析データ、セ
ミマクロ分析データ、ミクロ分析データが、
技術思想をベースとする論理性のある文章で
統一的に表現されていること」とする。

3.2　連携モデルを活用した実際の特許情報の
          分析方法
　特許情報のマクロ分析、セミマクロ分析及
びミクロ分析は、2.2 で構築した連携モデル
を活用し、上野らのハイブリッドクラスタリ
ング手法 [9] に準じて分析した。

図２　特許情報の構造化

図３　特許情報の構造化によるマクロ分析、セミマクロ分析及びミクロ分析の連携モデル
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ⅰ）分析対象とする特許母集団の検索
　検索により分析対象とする母集団を作成する。
ⅱ）予備クラスタリング及び注目する特定の特許文献
　の選定
　ⅰ）の検索により抽出した特許文献について、パテ
ント ･ インテグレーション（有）の ASP サービスを
活用し予備クラスタリングを行った [8]。実際の分析
では、
1) 対象特許の要約＋特許請求の範囲等の文書に形態
　素解析を適用し、主に「名詞（単語）」を抽出する。
2) 抽出された名詞について、距離行列を構築する。
3) 距離行列に対して、特異値分解（SVD）を適用し
　計算自由度を減らす。
4) 最後に高次元の距離情報を２次元空間にマッピン
　グするため、多次元尺度法により２次元上に各特許
　をマッピングする。
　予備クラスタリングを行うことで、各特許文献は 2
次元平面上に点としてプロットされる。この際、類似
文献ほど近傍に配置されるため各特許文献が全体の中
でどういう位置づけにあるのか可視化により容易に把
握することができる。予備クラスタリングの結果、他
のクラスターとある程度距離を保っており、密集領域
を形成しているクラスターはトレンドを有していると
期待される [9] ことから分析対象とした。更に同 ASP
サービスによりクラスター中の特許情報を入手した。
ⅲ）マクロ分析手法
　マクロ分析では、業界や企業の事業動向等を分析す
るため、ランキングマップ、シェアマップ、時系列マ
ップ等が作成されている。本研究では、企業の事業動
向についてテキストマイニングによるクラスタリング
結果を 2 次元平面上にプロットし、分析対象とした 2
つのクラスターについて、技術的関連性や出願人を分
析した。また、クラスター内の各特許文献の時系列分
析から出願動向を分析した。
ⅳ）ミクロ分析手法
　ミクロ分析は、各クラスター中で最も一般的なトピ
ックスを扱っている特許文献を 1 件特定し、目視に
より明細書の「発明が解決しようとする課題」、「課題
を解決するための手段」から発明のポイントを端的に
表現した技術的思想を 50 字程度でまとめると共に、
技術概要を 200 字以内でまとめた。最も一般的なト
ピックスを扱っている特許文献の特定は、特許情報の
テキストマイニングを行い、クラスター中の全文献か
らなる文書と各文献の文書との類似度を算出し、類似
度が最も高い文献をクラスター中で最も一般的な（代
表的な） 特許文献とした [14]。類似度は、termmi を
用いてベクトル空間モデルにより算出した。このモデ
ルは、文書から抽出された単語（キーワード）の重要
度に基づいて文献を多次元空間上のベクトルとして

表現し、ベクトルの向きを比較することで文書間の類
似度を調べる手法である。termmi は、東京大学と横
浜国立大学により共同で開発されたフリーウェアで、
キーワードを重要度付きで抽出し、ベクトル空間モデ
ルにより文献の類似度を算出することができる [14]。
ⅴ）セミマクロ分析手法
　セミマクロ分析は、ミクロ分析データと知識の構造
化手法（図 1 下部）を活用して行った。ミクロ分析は
目視により発明を分析していることから技術的思想の
構成要素（目的、手段、効果、用途）は把握できてお
り、ミクロ分析とセミマクロ分析の関連づけはこれら
発明の構成要素に共通点を見出し上位概念化を行う。
数件～数十件の特許文献について、ミクロ分析により
得られた技術的思想及び技術概要を基準として、クラ
スター中の他の特許文献のキーワードや目視により得
られた知見も加えながら、これを上位概念化すること
で技術内容を広げ、クラスターの技術的思想（セミマ
クロ分析）を 50 字程度でまとめると共に、技術概要
を 200 字以内で設定した。その後、設定した技術内
容を基準に、個々の特許文献の技術内容を比較し本格
的なクラスタリングを行うことで、分析目的に応じて
クラスターの内や外に新たなクラスターを作成するこ
とができる。
　これら分析手法の手順を図 4 に示す。まず、マク
ロ分析を行い、産業動向や他社の事業動向などの外部
環境を、時系列マップ等により俯瞰する。セミマクロ
分析では、クラスター中で中核となる最も一般的な特
許文献を特定し、この特許文献を目視することで発明
の目的及び手段の観点から技術的思想を把握（ミクロ
分析）し、この技術的思想を基準として上位概念化す
ることで技術内容を広げ、これをクラスターの技術的
思想（セミマクロ分析）とすることから、分析順序は、
①マクロ分析→②ミクロ分析→③セミマクロ分析→④
マクロ分析の順に分析を行う。一方、発明の技術内容

図４　連携モデルを活用した特許文献の分析手順
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は 2.2 で構築した連携モデルを適用して②ミクロ分析
→③セミマクロ分析→④マクロ分析の順に把握してい
く。ミクロ分析は、目視により発明のポイントを端的
に表現した技術的思想や技術概要を記述するため、ミ
クロ分析とセミマクロ分析の連携は発明の技術的思想
の観点から連携することとなる。

3.3　特許情報の分析結果及び連携モデルの検証
　実際の特許情報を用いた分析事例は、パテント ･ イ
ンテグレーション㈲の ASP サービスを活用し [8]、繊
維系業界を対象に技術動向を分析した [15]。国内の
様々な産業は、国内需要の伸び悩みを受け、製造拠点
の海外移転や生産撤退などの大幅な見直しを行うなど
の構造改革が行われているが、既存の製品に新たな機
能を付加することで国内需要が増加する場合もある。
繊維分野について㈱冨士経済は 2010 年に高機能な繊
維関連技術の成長率を報告しているが、上位 5 つは

「蓄熱 ･ 発熱 ･ 保温」が 16.9%、続いて「生分解性」
が 12.2%、「形態安定」が 9.2%、「ウィルス対策」が
8.3%、「清涼涼感」が 7.7% と、「蓄熱 ･ 発熱 ･ 保温」
に係る技術が最も高いことを報告している。そこで本
研究では、従来製品への新機能付加による国内需要の
増加に係るキーワードとして繊維分野の「蓄熱、発熱、
保温」を選定し、新製品開発に向けて「特許出願にト
レンドが認められるとすれば具体的にどの
ような技術内容か」について、マクロ分析、
セミマクロ分析、ミクロ分析の連携による
一体的な把握を試みた。データベースは、
特許公報及び公開特許公報を用いて、期間
を指定せず「要約と請求範囲」を対象にキ
ーワード検索を行い、特許数の多い繊維系
上位２社を分析対象とした。パテント ･ イ
ンテグレーション㈲では、重複した発明は
特許公報が表示されるため、検索結果は特
許公報と公開特許公報の両者が表示される。
本研究では、両者の特許出願番号を記述す
ることで整理した。
　パテント ･ インテグレーション㈲の ASP
サービスを活用して、出願期間は指定せず
検索式（蓄熱 or 発熱 or 保温）×（繊維）
で検索した結果、5966 件の特許出願あっ
た。5966 件中の上位 5 社についてみると、
東レ㈱：302 件、パナソニック㈱（松下電
器を含む）：238 件、東洋紡㈱（東洋紡績を
含む）：209 件、花王㈱：112 件、帝人㈱：
96 件であった。パナソニック㈱は、2 番目
に特許出願が多いものの、発明の名称を見
ると「電気カーペット」「暖房 ･ 保湿器」「面
状発熱体」「消臭性を有する面状採暖具」と、

電気による発熱を利用して暖かさを確保する発明であ
った。本研究では、繊維系企業を対象としたため、特
許出願数の多い東レ㈱と東洋紡㈱を対象とした。
　検索式（蓄熱 or 発熱 or 保温）×（繊維）×（東レ 
or 東洋紡） で検索した結果、620 件の発明が検索さ
れた。テキストマイニングにより予備クラスタリング
を行った特許群について、出願人別、技術内容別及び
出願日による時系列表示を行い、マクロ分析を行った
結果を図 5 に示す。図 5 から 620 件の検索結果には
蓄熱 ･ 発熱 ･ 保温に係る特徴的な技術が、左下隅のク
ラスター（A クラスターとする）、左上のクラスター（B
クラスターとする）及び左下中寄りクラスターの少な
くとも 3 つ認められる。これら 3 つのクラスターの
中で、A クラスターは、東洋紡㈱の特許出願で 28 件
が密集領域を形成している。また、B クラスターは東
レ㈱の特許文献で 39 件である。この 2 つのクラスタ
ーは他のクラスターからある程度距離を有しており密
集領域を形成していることから所定の技術分野のトレ
ンドを有していると考えられる。密集度の低いクラス
ターでは、クラスターの技術内容を文章化することは
困難であるものの、密集度の高いクラスターでは、代
表的な特許文献の特定及び当該特許文献の目視を行う
ことでクラスターの技術内容を文章化することができ
るものと期待されることから [9]、これら 2 つのクラ

図５　いろいろな表示形式でのマクロ分析結果
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スターを分析対象とした。これら 2 つのクラスター
中の発明に重複は認められなかった。
　図 5下図の出願日を横軸とした時系列表示から 2
つのクラスターの開発動向を見ると、東レ㈱の B ク
ラスターに係る技術は、1991 年から現在まで継続的
に研究開発 ･ 出願が行われている。一方、東紡績㈱の
A クラスターは、2001 年に 28 件が集中的に出願さ
れていることが分かる。

　次にこの 2 つのクラスターについて、クラスター
中で最も一般的なトピックスを扱っている特許文献を
類似度により特定し、ミクロ分析を行い、その後セミ
マクロ分析を行った。また、従来、繊維業界では、暖
かさに係る技術的思想として、保温、蓄熱、発熱の 3
つの観点が報告されている [16]。ⅰ ) 保温は、断熱効
果の高い空気層を形成させることで、暖かさを確保す
る考え方である。繊維自身を中空化、多孔化、分割し
たり、また布では繊維間空隙
を大きくする等である。ⅱ )
蓄熱は、太陽光等からの赤
外線を熱に変え暖かさを確
保する考え方で、外界の熱
源を利用している。光吸収
体としてセラミックス、カ
ーボン等が用いられている。
ⅲ ) 発熱は、吸湿性樹脂など
に水分が吸着する際の発熱
現象（吸着熱）を利用して
暖かさを確保する考え方で、
自身を熱源としている [16]。
　A クラスター中で最も類
似度が高い特許文献は特願
2001-323953 で、この文献
の目視によるミクロ分析の結
果を表 1a に示す。この特許
文献の技術的思想は、吸湿性
樹脂などに水分が吸着する
際の吸着熱を利用して衣服
の暖かさを確保する考え方
で、上記技術的思想のⅲ ) に
該当する。また、技術概要
は、発明の名称は冷蔵倉庫作
業服、出願番号は特願 2001-
323953、出 願人は東洋紡で
ある。冷蔵倉庫作業服は、寒
冷環境でも長時間体温を維持
することが求められる。その
ため吸水 / 吸湿時の吸着熱に
より 3℃以上温度上昇し、吸

湿時にはその発熱が 30 分以上保持され、吸水時には
その発熱が 1 分以上保持されるように高吸湿性微粒子
を付着させた構造体（服）に関する発明である [17]。
　A クラスターのセミマクロ分析は、ミクロ分析結果
を基準として A クラスターのキーワード（表 3）を活
用しながら行い、その後本格的なクラスタリングを行
った。セミマクロ分析結果を表 1b に示す。このクラ
スターの技術的思想は、ミクロ分析と同様に吸湿性樹
脂などに水分が吸着する際の発熱現象（吸着熱）を利
用して暖かさを確保する考え方であり、28 件の特許
文献全てが該当していた。セミマクロ分析では暖める
対象がおむつ、内装材、防寒具、結露防止材等に幅広
く展開されている。このクラスターの技術概要は、高
吸湿性微粒子を構造体に付着させて吸湿及び / 又は吸
水による吸着熱の効果により、暖かい物（衣服、資材
等）を提供する発明で、寒冷環境にあっても長時間の
体温維持を目的としている。適用例として、冷蔵倉庫

表１　Ａクラスターのミクロ及びセミマクロ分析結果

表２　Ｂクラスターのミクロ及びセミマクロ分析結果
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作業服、スポーツウェア、内装材、発芽促進用シート
材、防寒具、積雪抑制ネット、おむつ、水難救助用緊
急人体加温装置、ダイビングスーツなど 28 件の発明
である。
　B クラスターで最も類似度が高い特許文献は特願
2007-5417 で、この文献の目視によるミクロ分析の
結果を表 2a に示す。この特許文献の技術的思想は、
芯鞘型等の複合繊維を用いて断熱効果の高い空気層を
形成させ暖かさを確保する考え方であり、従来から
の技術的思想のⅰ ) に該当する。また、技術概要（表
2a）については、発明の名称は、布帛およびその製
造方法、出願番号は特願 2007-5417、出 願人は東レ
㈱である。ポリトリメチレンテレフタレート部分中空
糸を用いた保温性、軽量性、耐引裂性に優れた布帛及
びその製造方法に関する発明である。中空繊維は、芯
鞘型複合繊維を用いて芯部分をアルカリ水溶液で溶出
させることで作製している [18]。
　B クラスターのセミマクロ分析は、ミクロ分析結
果を基準として B クラスターのキーワード（表 4）
を活用しながら行った。セミマクロ分析結果を表 2b
に示す。このクラスターの技術的思想は、ミクロ分
析と同様に断熱効果の高い空気層を形成させること
で暖かさを確保する考え方で、従来からの技術的思
想のⅰ ) に該当する。空気層の形成による断熱のた
め、必然的に軽量感も向上させることができ、ま

表４　Ｂクラスターのキーワード上位３つ分析結果

た、風合いやソフト感も向上する。繊維の微細構造
や組成を制御して、中空化、多孔化、極細化、分割
化、3 ～ 8 葉断面、糸長差を有する複合繊維を用い
る手法である。また通気性布帛により被服する手
法、芯部と鞘部間に間隙を形成させる手法や鞘部の
一部をループ状にする手法もある。中空繊維や分割
繊維の作製には、芯鞘型複合繊維を用いて、芯部分
を布帛形成後の染色加工工程のアルカリ水溶液で溶
出させることで作製されており、また生産性の向上
に向けた発明もあり、技術領域が拡大している。本
格的なクラスタリングを行った結果、保温と共に
これら機能を主な目的としている特許文献は、1 ～
9、11,12,15,17,19,21 ～ 34,36 ～ 38 であった。そ
れ以外の特許出願は、軽量性、保温性の機能を謳
っ て い る も の の、10 特 願 2009-237032, 35 特 願
1991-10162 は 染 色 性 ･ 発 色 性 を、13 特 願 2001-
192544、14 特 願 1999-254464、18 特 願 2000-
353908 は抗ピル性を、16 特願 1995-33354, 20 特
願 1996-194554 は 透 け 防 止 性 を、39 特 願 2004-
20577 は耐摩耗性、強度、吸湿性、発色性等を主な
機能として挙げており、これらは B クラスター中に
別個のクラスターを形成するものと考えられる。
　次に、マクロ分析、セミマクロ分析及びミクロ分析
結果を連携し相互関係を明らかにする。まず、B クラ
スターについては、ミクロ分析とセミマクロ分析に技
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術的思想を設定した（表 2）。このクラスター中の各
特許出願の位置関係が明らかになっているので表 2a
のミクロ分析結果を、表 2b のセミマクロ分析結果に
繋げることができ、これを更に図 5 のマクロ分析結
果に繋げることが可能であった。例えば、最も類似度
の高い特許文献、特願 2007-5417 は、B クラスター
のほぼ真ん中に位置しており、また比較的新しい出願

（H19.1 出願）で、その技術的思想も明らかにできた。
このように B クラスター中で、一つ一つの特許文献
が特定され、その技術内容や関連性も把握することが
できた。A クラスターについても、ミクロ分析とセミ
マクロ分析に技術的思想を設定した（表 1）。このク
ラスター中の各特許出願の位置関係が明らかになって
いるので表 1a のミクロ分析結果を、表 1b のセミマ
クロ分析結果に繋げ、これを更に図 5 のマクロ分析結
果に繋げることが可能であった。例えば、最も類似度
の高い特許文献、特願 2001-323953 は、A クラスタ
ーのほぼ真ん中に位置しており、また 28 件の特許が
2001 年に集中的に出願されており、その技術的思想
も明らかにした。このように A クラスター中で、一
つ一つの特許文献が特定され、その技術内容や関連性
も把握することができた。

　以上のことから、実データの分析により得られた技
術動向を 500 字程度でまとめると以下のようになる。
東レ㈱及び東洋紡㈱の保温、蓄熱、発熱に係る発明に
ついて技術動向を調査した。トレンドが期待できる 2
つのクラスターを選定し、トレンドの検出を検討した
結果、暖かさを確保する手段としての観点から空気層
の活用と吸着熱の活用の 2 つのトレンドを検出する
ことができた。
　空気層の活用は、東レ㈱の「断熱効果の高い空気
層を形成させることで、暖かさを確保する考え方」
に係る技術で、1991 年から現在まで継続的に研究開
発 ･ 出願が行われている。この発明は、繊維自身の
中空化、多孔化、分割が行われており、布では繊維
間空隙を大きくする等が行われている。また、この
ような繊維作製において生産性の向上を図る開発も
行われている。
　もう一つの吸着熱の活用は、東洋紡㈱の「吸湿性樹
脂などに水分が吸着する際の発熱現象を利用して暖か
さを確保する考え方」で、2001 年に 28 件が集中的
に出願されていた。水分の吸着熱による自身の発熱を
熱源としており、冷蔵倉庫作業服、防寒具をはじめお
むつ、積雪抑制ネット、発芽促進剤等様々な衣服 ･ 資
材へ適用される技術であることが明らかとなった。
　このように連携モデルを活用して実際の特許情報を
分析した結果、「注目する特定の特許群について、マ
クロ分析データ、セミマクロ分析データ、ミクロ分析

データが、技術思想をベースとする論理性のある文章
で統一的に表現できた」ので、本研究で提案したマク
ロ分析、セミマクロ分析、ミクロ分析の連携モデルの
妥当性は検証されたものといえる。

４．まとめ　　　

　戦略の構築においては、SWOT 分析等様々な分析
が行われている。これは分析対象技術を把握し（ミク
ロ分析）、自社の技術動向（セミマクロ分析：内部環境）
のみならず業界や他社の技術動向（マクロ分析：外部
環境）までも把握し、自社の強みと弱み、市場の機会
と脅威を見極める。このためマクロ分析からミクロ分
析まで一体的に把握する必要があるものの、マクロ分
析、セミマクロ分析及びミクロ分析は個別に行われて
おり分析観点が異なり、また統計分析では一つ一つの
特許文献が特定できず、セミマクロ領域の技術内容の
把握が難しいため、マクロ領域からミクロ領域にわた
る把握は困難になっている。より簡便に分析対象特許
群全体を俯瞰する（マクロ分析）と共に個々の技術内
容（ミクロ分析）まで一体的に把握すると共に、それ
らについて技術思想をベースとする論理性のある文章
で統一的に表現するための方法論の開発が求められて
いる。
　そこで本研究では、特許情報を構造化しマクロ分析、
セミマクロ分析及びミクロ分析の連携モデルを提案す
ると共にこのモデルの妥当性について実際の特許情報
を用いて検証した。連携モデルを構築する過程で以下
のことを明らかにした。①知識の構造化プロセスでは、
トレンドに係る文献数が少ない場合と、多い場合の 2
つのプロセスがある。いずれのプロセスにおいても、
特許文献間の「水平方向の関連づけ」と「垂直方向の
関連づけ」により、ノードのリンク相手がノードから
上位概念へと変化することで特許情報が構造化され
た。
②提案した連携モデルは、特許情報の分析レベルをマ
クロ分析、セミマクロ分析、ミクロ分析と 3 段階に
分けたため、立体的なモデルとなった。
　また、提案した連携モデルの妥当性は以下の手順に
より実際の特許情報を用いて検証した。
ⅰ ) まずマクロ分析、セミマクロ分析及びミクロ分析
の連携の定義を行った。定義は「注目する特定の特許
群について、マクロ分析データ、セミマクロ分析データ、
ミクロ分析データが、技術思想をベースとする論理性
のある文章で統一的に表現されている」こととした。
ⅱ ) 連携モデルを活用して実際の特許情報を分析し
た。具体的には繊維系企業の東レ㈱及び東洋紡㈱の保
温、蓄熱、発熱に係る発明について技術動向を調査し
た結果、2 つのトレンドが検出され、それらを技術動
向として 500 字程度でまとめた。
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ⅲ ) ⅱでまとめた技術動向は「注目する特定の特許群
について、マクロ分析データ、セミマクロ分析データ、
ミクロ分析データが、技術思想をベースとする論理性
のある文章で統一的に表現され」ていたので、ⅰの連
携の定義を満たしていると判断し、本研究で提案した
連携モデルの妥当性は検証できたものとした。
　本研究で提案した連携モデルは、パテント ･ ポート
フォリオなど知財戦略を構築する上で有用と考えられ
る。
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き感謝いたします。本論文の中に、先生方のご指摘事
項を取り入れさせて頂きました。
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